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大垣市社会福祉協議会 相談支援事業 

重要事項説明書 

 

  

 

 

 

 

 

１ 事業者（法人）の概要 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 大垣市社会福祉協議会 

代 表 者 氏 名 会 長  金 森  勤 

所 在 地 

連 絡 先 

岐阜県大垣市馬場町 124 

電話：0584-78-8182 ＦＡＸ：0584-75-3108 

法 人 設 立 年 月 日 昭和５０年３月１４日 

 

２ 事業所の概要 

  （1）事業所名称及び事業所番号 

事 業 所 名 称 大垣市社会福祉協議会 障がい者相談支援事業所 

所 在 地 

連 絡 先 

岐阜県大垣市今宿 5-1-4在宅福祉ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ内 

電話：0584-84-7088 ＦＡＸ：0584-75-3394 

事 業 所 番 号 指定特定相談支援   ２１３２１００７５７ 

サービスの主たる対象者 

身体障害者（18歳未満の者を除く） 

知的障害者（18歳未満の者を除く） 

障害児（18歳未満の身体障害者、知的障害者、精神障害 

者等対象者） 

精神障害者（18歳未満の者を除く） 

管 理 者 氏 名 足立 由吏 

指 定 年 月 日 平成２５年 ４月 １日 

（2）事業の目的 

      福祉サービスを利用して地域生活をされている、または入院や施設入所から地

域生活へ移行される方を対象に、日常生活全般に関する相談およびサービス利用

計画に関する業務を行うことにより、利用者が自立生活を営めるよう支援してい

くことを目的とします。 

  （3）当事業所の運営方針 

      福祉サービス利用計画作成に当たっては、利用者の心身の特性を踏まえて、そ

の有する能力に応じて利用者が地域において充実した日常を営むことができるよ

う、生活全般の相談支援を行います。 

      事業の実施に当たっては、個人の意思を尊重し、関係市町村、関係機関との綿

密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 

 

 この『重要事項説明書』は、当事業所と利用契約の締結を希望される方に対して、社会福祉法（昭和 26 年法律

第 45 号）第 76 条及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定相談支援

事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年 3 月 13 日厚生労働省令第 28 号）第 5 条の規定に基づき、当

事業所の概要や提供するサービスの内容、契約を締結する前に知っておいていただきたいことを説明するものです。 
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３ 事業実施地域及び営業時間 

（1）事業の実施地域    大垣市内全域とする 

  （2）営業日・営業時間 

営 業 日 月曜日から金曜日（祝日及び１２月２９日～１月３日除く） 

営 業 時 間 ８：３０～１７：１５ 

 

４ 職員の体制 

   当事業所では、利用者に対して指定相談支援事業を提供する職員として、次の職種の

職員を配置します。 

職 種 常 勤 非 常 勤 常勤換算 備考 

管理者 兼 

相談支援専門員 
１ 

 
１ 

 

※ 常勤換算：職員それぞれの週の勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員 

の所定勤務時間数（例：週４０時間）で除した数です。 

（例）週８時間勤務の職員が５名いる場合 

   （８時間×５名÷４０時間＝１名） 

 

５ 当事業所が提供するサ－ビス 

（1）サービス等利用計画の作成 

   利用者本人やその家族との面接やサービス提供事業者等との連絡調整を行い、次 

の手順で、サービス等利用計画を作成します。 

① 
サービス内容等に関

する情報提供 

サービス等利用計画の作成の開始に当たっては、利用者等によるサ

ービスの選択に資するよう、地域の指定障害福祉サービス事業者等

に関するサービス内容、利用料等の情報を適正に提供します。 

② アセスメント 

利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接を行い、利用

者の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等

を把握します。これらの評価を通じて、利用者の希望する生活や利

用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援するうえで

解決すべき課題等の把握を行います。 

③ 
サービス等利用計画

案 

把握された解決すべき課題等に対応するために、最も適切な福祉サ

ービス等の組み合わせについて検討します。そして、利用者及びそ

の家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決

すべき課題、提供される福祉サービス等の目標及び達成時期、福祉

サービス等の種類等を記載したサービス等利用計画案を作成しま

す。 

④ 
サービス等利用計画

案の説明・交付 

サービス等利用計画案の内容について、利用者及びその家族に対し

て説明し、書面により同意を得ます。また、サービス等利用計画案

を利用者等に交付します。 

⑤ 
サービス担当者会議

の開催 

支給決定等が行われた後に、支給決定等を踏まえてサービス等利用

計画案の変更を行い、福祉サービス事業者等との連絡調整を行いま

す。また、サービス担当者会議を開催し、サービス等利用計画案等

の内容を説明し、福祉サービス等の担当者から専門的な意見を求め

ます。 
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⑥ 利用者等への説明 

サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案等の内容に

ついて、利用者及びその家族に対して説明し、文書により同意を得

ます。 

⑦ 
サービス等利用計画

等の交付 

完成したサービス等利用計画等を利用者及びその家族、福祉サービ

ス担当者に交付します。 

（2）継続的なサービス利用支援 

  利用者に対するサービス実施状況の把握や評価を行い、次のとおり継続的な 

サービス利用支援を行います。 

① モニタリング 

利用者及びその家族、福祉サービス事業者等と継続的に連絡を取

り、サービス等利用計画の実施状況を把握します。また、市町村が

決定したモニタリング期間ごとに利用者等との面接を行い、必要に

応じてサービス等利用計画の変更、福祉サービス事業者等との連絡

調整を行います。また、新たな支給決定又は地域相談支援給付決定

に係る申請の勧奨を行います。 

② 
サービス等利用計画

の変更 

サービス等利用計画を変更する際は、利用者の解決すべき課題の変

化に留意しながら、原則として（1）の①から③及び⑤から⑦に規

定された業務を行います。 

 

６ サービスの利用料金 

  （1）サービス利用料金（1単位：10.18円） 

 単位数 利用料 

新規・変更サービス利用支援費 1522 単位 15,493 円 

継続サービス利用支援費 1260 単位 12,826 円 

     指定計画相談支援サービスに関する利用料金は、事業者が法律に基づいて、市町村

から計画相談支援給付費額を受領する場合（法定代理受領）は、利用者等の自己負担

はありません。 

    事業者が計画相談給付費額の代理受領を行わない（利用者等が償還払いを希望する）

場合は、計画相談給付費の全額をいったんお支払いいただきます。この場合、「サービ

ス提供証明書」を交付しますので、「領収書」を添えて給付決定市町村に計画相談給付

費の支給を申請してください。 

（2）利用料金の支払い方法 

    前記の費用について、相談支援を利用した月の翌月 20日までに利用月分の請求書を

お届けします。相談支援実施の記録と内容を照会のうえ、請求月の 28日までに次のい

ずれかの方法によりお支払いください。 

     ① 現金支払い 

     ② 事業者指定口座への振り込み 

 

７ 虐待の防止 

   事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防止、障害 

者の擁護者に対する支援等に関する法律」（平成 23年 6月 24日法律第 79号）に基づき、 

虐待の早期発見並びに国や地方公共団体が講ずる施策に協力するよう努めるとともに、 

次の対策を講じます。 
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  ① 虐待防止に関する担当者の選定及び設置 担当者：足立由吏(管理者) 

  ② 成年後見制度の利用支援 

  ③ 苦情解決体制の整備 

  ④ 相談支援専門員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修の実施 

  ⑤ 虐待防止のための対策を検討する委員会の設置及び定期的な開催 

 

８ 苦情の受付 

   （1）苦情・相談受付 

 

苦 情 申 出 窓 口 

社会福祉法人 大垣市社会福祉協議会 

住所：大垣市馬場町１２４ 

電話：０５８４－７８－８１８１ 

苦 情 解 決 責 任 者  大 橋 奈麻輝（社会福祉協議会事務局長） 

苦 情 受 付 担 当 者 小 倉 隆 司（社会福祉協議会経営企画課長） 

 

第 三 者 委 員 

 

廣 瀬 好 男（連絡先 81-2869） 

平 下 和 代（連絡先 058-272-3872） 

大 野 耕 司（連絡先 058-278-3602） 

   （2）苦情解決の方法 

苦 情 受 付 

面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付

けます。また、第三者委員に直接苦情を申し出ることが出来

ます。 

苦情受付の報告、確認 

苦情受付担当者が受けた苦情は、苦情解決責任者と第三者

委員に報告いたします。ただし、苦情申出人が、第三者委員

への報告を拒否された場合は、その報告は行いません。 

また、第三者委員は、苦情の内容を確認し、苦情申出人に

対して、報告を受けた旨の通知を行います。 

苦情解決のための話し

合い 

 苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、

解決に努めます。その際、苦情申出人は、第三者委員の助言

や立ち会いによる話し合いは、次により行います。 

ア 第三者委員による苦情内容の確認 

イ 第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ 話し合いの結果や改善事項の確認 

（3）解決が困難な苦情についての窓口 

本事業所で解決できない

苦情の相談 

岐阜県社会福祉協議会内運営適正化委員会 

住所：岐阜市下奈良 2-2-1 電話：058-278-5136 

   （4）行政機関その他苦情受付機関 

大垣市役所障がい福祉課 住所：大垣市丸の内 2-29 電話：0584-81-4111 

 

９ 緊急時に於ける対応方法 

   指定計画相談支援サービスの提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要

な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者等

があらかじめ指定する連絡先にも連絡します。 
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１０ 事故発生時の対応方法について 

   指定計画相談支援サービスの提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定計画相談支援サービスの提供により賠償すべき事故が発生し

た場合は、全国社会福祉協議会の「総合補償プラン」により補償いたします。 

 

１１ 利用者の記録や情報の管理、開示について 

   指定計画相談支援サービスの提供に関して、関係法令及び社会福祉法人大垣市社会福

祉協議会個人情報保護規程に基づき、利用者等の記録や情報について次の項目を適切に

管理します。 

  ① 福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録 

  ② サービス等利用計画案及びサービス等利用計画 

  ③ アセスメントの記録 

  ④ サービス担当者会議等の記録 

  ⑤ モニタリング結果の記録 

  ⑥ 関係機関からの情報提供に関する記録 

  ⑦ 契約書 

  ⑧ 重要事項説明書 

  ⑨ 利用者負担に関する関係書類 

  ⑩ 利用者に関する市町村への通知に係る記録 

  ⑪ 利用者等からの苦情内容等の記録 

  ⑫ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

これらの記録を指定計画相談支援サービスの提供した日から５年間保存し、利用者等は

事業者に対して、保存されるこれらの記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができ

ます。ただし、複写等にかかる費用は実費をご負担いただきます。 

 

１２ サービスの利用に関する留意事項 

（1）サービス提供を行う相談支援専門員 

  指定計画相談支援サービスの提供時に、担当する 相談支援専門員を決定します。た

だし、実際に相談支援を提供するにあたり、複数の職員で対応させていただくこともあ

ります。また、担当する相談支援専門員が交代する場合は、あらかじめ利用者等に説明

するとともに、利用者等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮し

ます。 

  利用者等から特定の相談支援専門員を指名することはできませんが、担当する相談支

援専門員についてお気づきの点やご要望がありましたら、事業所等にご遠慮なく相談く

ださい。 

  （2）市町村の支給決定内容等の確認 

    指定計画相談支援サービスの提供に先立って、障がい福祉サービス等の支給決定を

受けている場合は、受給者証をご提示いただき、必要事項を確認させていただきます。

受給者証の内容に変更があった場合は、速やかに担当する相談支援専門員にお知らせ

ください。 
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令和  年  月  日 

 

当事業所は、利用者に対する計画相談支援サービスの提供にあたり、利用者等に対し

て、上記のとおり重要事項について説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地  岐阜県大垣市馬場町１２４ 

法 人 名  社会福祉法人 大垣市社会福祉協議会 

代 表 者 名  会 長  金 森  勤    ㊞ 

事

業

所 

所 在 地 
 岐阜県大垣市今宿５－１－４ 

  在宅福祉サービスステーション内 

事 業 所 名  大垣市社会福祉協議会 障がい者相談支援事業所 

説明者氏名                           ㊞ 

   

   私は、事業者から計画相談支援サービスについて、重要事項の説明を受け、計画相談

支援サービスの利用開始に同意しました。 

利 用 者 

住 所  

氏 名                ㊞ 

 

代理人 

住 所  

氏 名                          ㊞ 

利用者と

の関係 
 

 

署名代行者 

※ 

住 所  

氏 名                          ㊞ 

利用者と

の関係 
 

     ※署名代行の理由 （□に✔をつけてください） 

       □ 利用者が１８歳未満のため 

       □ 利用者の身体上の理由のため 

       □ その他の理由 

 

 


